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韓国中山間地域における農業構造の特質

-忠清北道青川面を対象に一

糸山健介・坂下明彦・朴 紅

The Characteristic ofthe Agricultural Structure in the 
Hilly and Mountainous areas in the Public ofKorea. 

-A  Case Study in Chongchonmyon Chungchongbuk-do-

Kensuke ITOYAMA・AkihikoSAKASHITA . Hong PARK 

Summary 

In Korea， a reorganization of crops is taking place， whereby vegetables and special income crops are 

replacing the rice. It thinks that the entire agricultural structure is changing as a result of the reor-

ganization. 

This paper examines the process of reorganization and the characteristic of the agricultural struc-

ture. 

It was found that in order to cultivate vegetables and special income crops，the amount of cultivated 

land requires would increase， while the labor force would not be able to meet the increased demands. 

はじめに

韓国の農村は1990年代に入り一層大きな構造変

動にさらされている。兼業機会が農村部で希薄で

あるという産業構造上の特徴から，高度経済成長

期には大量の人口流出がもたらされ，日本以上の

高齢化社会が出現している。また農業において基

幹的な稲作に関しでも，機械化の遅れが高齢化の

進行と重なったために，一律的に機械化一貫作業

体系の形成はなされなかった。さらに食料消費構

造の変化に対応して，青果物の産地形成も進行を

みせている。こうしたなかでWTO加盟による農

産物の輸入圧力が加わっているのである。

以上の韓国農業の特徴について統計分析による

研究蓄積は存在するものの(註 1)，実態に踏み

込んだ研究はきわめて稀である。これは農村調査

実施の困難性が存在するためである(註2)。そ

こでわれわれは日本への留学生OBとの共同研究

による定点観測的な農村調査を企画し，中山間地
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域，平場地域，都市近郊地域を選定して， 1998年

から調査を実施している。本論文はその一環であ

り， 1999年末の中山間地域の農村調査をもとにし

ている。

中山間地域の土地利用も水田が中心であり，全

国平均の64.7%には及ばないが56.2%と過半を占

めている。しかし他方で畑の割合も40.7%と全国

平均のおよそ2倍であり，特に近年では野菜と特

用作物(高麗人参，タバコ， トウガラシ)の粗生

産額が大幅に上昇している。野菜及ぴ特用作物の

生産が増加するのは1980年代後半からであ

り， 1998年の農業粗生産に対する野菜の割合は平

野部で32.7%，中山間地域で31.8%と同水準に

表1 菅川面の品目別生産動向 (1999年)

'作付面積 生産量
(ha) (t) 

米 608 2155 
高麗人参 51 59 
トウガラシ 356 640 
タノfコ 197 567 
資料:青川西役場資料

生産額
旦互'/t ;，;) 
4920 
3060 
4610 
2460 
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なっている。

ここではそうした近年の構造変動も意識しなが

ら，韓国における農家や農地の性格，土地利用と

労働力編成などの社会関係を重視して，農業構造

の特徴に迫っていきたい。具体的には(1)農家自身

及び家族の流動性， (2)農地の流動性，特に転出者

との関係での売買移動・賃貸借の動向や地価・借

地水準， (3)野菜・特用作物の導入による水田・畑

地利用ならびに機械利用・従業構造の変化である。

1.青川面農業の特徴

調査対象とした青川面は，道都である清州市か

ら北東に位置しており，総面積は約2万haで塊

山郡の約5分の lを占めている。しかし大部分が

山岳部からなり，畑地が1，786haで、水田が989ha

であり，耕地率は14%にすぎない。また総戸数

2，259戸のうち農家が1，783戸で約80%を占め，農

家一戸当りの平均耕作地面積は1.5haで中山間地

帯の純農村である O 農業生産の特徴は高冷地を背

景とした高麗人参，タバコ， トウガラシ等の特用

作物の生産が盛んなことである。表1によると，

特用作物のなかでトウガラシが作付面積や生産額

において最も多いが，米もまたトウガラシと同水

準の生産が行われており，青川面は米とトウガラ

シを基幹とした複合的な農業生産が展開している

といえる。

調査した4つの里は青川面のなかでも慶尚北道

に接する山間部に立地しており，図 lから分かる
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ように道路沿いに流れる小j可)11~こ沿って分布して

いる。下流部から平丹里(P，36戸) 新月里(1，33

戸)一上新里 (A，27戸)一沙湾里 (T，28戸)で

あり，平丹里6戸，新月里9戸，上新里4戸，沙

i車里6戸の計25戸の農家から聞き取り調査を行っ

た。土壌条件は上流ほど沖積地が少ないため水田

割合が小さく，土地条件も悪化する。以下，流域

論的接近も意識しながら，農業構造の特徴を明ら

かにしていく。

2.農家の家族構成と定着時期

(1) 家族構成と転出子弟の状況

まず家族構成から見ていくと，表2は調査農家

を年齢別に大別して示したものであり，農家番号

は電話帳によって付けた形式的なものである。経

営主が60歳以上の夫婦世帯(その親を含む)は25

戸中13戸であり， 50歳代のそれは8戸となってお

り，後継者がいる農家は2戸に過ぎない。この他

に40歳代2戸， 30歳代 l戸に子供が同居している。

このように中山間地帯の農家世帯は50歳・ 60歳代

の夫婦世帯が圧倒的であり，農業生産も彼らに担

われているのである。また後にも述べるように7

戸の Uターン農家が存在していることも新たな

特徴である。

他出家族は，経営主の年齢の高さを反映して40

歳代から30歳代であり独立世帯を形成しており，

経営主が60歳代の長男のうち 5名が大卒である。

これは高学歴化がかなり早い時期から進展してい
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表2 青JlITInの年齢別農家の家族および就業構造

農家Na
同居家族の年齢 他出家旗監 他出男性の年齢

在位妻男性女性 男女 長男次男三男四男

P-2・ 63 63 3 3 43 37 34 
P-8 65 64 24 
1-]3 75 68 

[ -25 69 65 3 42 32 27 
[-27 69 65 4 42 33 30 
[-29 白日 67 35 39 36 
[-30 64 61 3 39 35 
A-5 6] 59 88 37 34 27 
A-12 76 74 48 43 40 38 
A-]8' 66 65 88 3 3 42 37 31 
T-3 67 66 3 2 44 35 30 
T-9 62 57 79 6 

T-20 63 66 27 
P→12 59 61 2 36 34 
P-21 55 52 25 20 
[-3 57 56 32 30 
[-7 53 50 27 26 
A-15 58 56 80 34 33 
T-] 57 55 34 ← 

T-8 59 82 I 1 30 
T-28 51 50 28 14ι 20 
P-22 44 40 12 li.16 

[-19 49 45 10 12 2 
[-31 47 46 2 18 16 
P-30・ 38 3364'1日.6.

資料:1998、1999年調査をもとに作成。
註1) *は1998年調査による。
註 2)f-Jは不明を示す。

他出男性の学歴

長男次男三男四男

大大高

高

中大高

大大大

高中短大

大大

大大

専専高高

専高高

大院大大

高

大大

大大l

大大

短大大4

短大高

中高

大

高3高l

たことを示す。 50歳代では進学率がさらに高くな

り， 1-31では農家子弟が高校入学時からすでに

清州市に転居している(註3)。居住地は地元の

清州市が最も多いが，ソウルへの流出もめだち，

その職種は多様であるが不安定就業はほとんどな

しミ。

表3によると，子弟からの送金は T-3を例外

として小遣い程度のものがほとんどであり，加藤

[1998]で規定されている「出稼ぎ型J賃労働と
いう規定は少なくともここでは見当たらない(註

4 )。またチェーンマイグレイションによる挙家

離農も多数発生していると思われるが(註5)， 

U ターン現象が現れているのも現段階的特徴で

ある。

( 2) 農家の入地時期別の特徴

農家の入地時期を表4でみると，戦前あるいは

経営主の父の代と答えた農家が16戸で朝鮮戦争以

降は7戸である。相続地を有する農家は14戸であ

り，いうまでもなく農地改革を経験した農家に多

い。これから70%弱が朝鮮戦争以前の系譜である

他出男性の居住地 他出男性の職業

長男次男三男四男 長男 次男 三男 四男

j青州 I青州 清d川 タクシ運転保険会社 建設資材販売

広州 軍納会社

清州ー コンビューテ会社金融会社

清州一公州 建設業 農薬会社 大学生

郡部鳥致院 l青州 商業 商売

ソウルソウル 高校教師 建設事務所

大田ソウル 製薬会社 コンビュータ会社

群山清州 1青州 自動車会社運転手 電気設端会社

i青州清州ソウル清州 自動車修理自営パス整備士食堂経営 運転手
I青州蔚山清州 建築会社自営現代精工 金属販売自営

ソウルソウルソウル 弁護士 商工部公務員会社員

清州 ビリヤード自営

軍隊

清州清州 労働庁 電気保安

清州 j青州 運送会社事務ー

1ウル安山 情報処理技師精密樟械技師

ソウル ー一 建築土建 7') タ

京幾道 ポーリング場

ソウル

1青州清州
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ことが分かるが，そのうち 6戸は高度経済成長期

にいったん離村して1980年代後半以降にUター

ンしたものであることは注目に値する(註6)。

つまり戦争前から継続的に営農してきた農家は10

戸ということになり，ここから農家の流動性の激

しさを指町商することができる。

Uターン農家に着目すると Jターン 1戸を含

表3 送金の有無

農家Na I 年額
1-3 4∞ 
1-7 1，000 

1-19 給料金額

I-29 小遣い程度

A-5 

A-12 

500 

* 

単位:千ウォン

送金元 結婚の有無

長男 既婚

長女 未婚

長女・次女 未婚

長男 既婚

長男・次男

三男

既婚

未婚

A-15 1，200 長男・次男・長女 既 1，未2

T-1 1，000 長男 既婚

T← 3 18，000 長男 既婚

T-9 700 四女・五女 未婚

資料:1998、1999年調査をもとに作成。

註 1) *は大きな買い物を三男が負担、送金無し。

註 2)Aー 15では長男が既婚、他は未婚。
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め9戸の事例があるが，そのうち4戸は相続地を

有していたもので物的基盤を有していたことが分

かる。タイプ別には第一に営農目的のUターン

で4戸が該当する。このUターンの特徴は年齢

が30~50歳代と若く，経営面積では平均耕地面積

2.0haよりも大きいことである。第二に都市での

一定の蓄財をもとに高齢化や病気を契機としたも

のであり 2戸存在する。第三は都市部での不安定

兼業のすえに何らかの理由で、故郷に戻ってきたも

ので3戸あり，その生活は困窮している。この第

二・第三の特徴は60~70歳代と高齢であり，経営

面積が小さくl.Oha未満層 8戸のうち 5戸を占め

ている。

表4 入地時期と Uターン 単位:戸

入地 相続 相続
戸数
あり なし

Uタ}ン件数 Uターン年度
時期 件数

戦前 9 9 l 2 89・91 l 

父の代 7 4 2 4184・87・94.95 3 

1950' s 3 l 2 I 85 。
1960' s 3 3 l 76 。
1980' s 1 1 * * 1 87 。
不明 l l 

合計 24 ホ14 10 日 4 

資料:1998・1999年調査をもとに作成。

註)*は不明 I戸を含み、**はJターン。

表5 面積規模別・集落別の農地構成

所有地
階層別 戸数

水田 畑 合計

5.0ha以上 1 15.3 26.7 41. 9 

3.0-5.0ha 4 24.0 40.2 64.3 

2.0-3.0ha 4 24.1 48.3 72.5 

1.0-2.0ha 9 33.4 41. 7 75.1 

1.Oha未満 7 29.5 17.2 46.7 

全体 25 26.5 39.0 65.5 

P里平均 0.52 1.22 1. 74 

I里平均 0.57 0.87 1.44 

A里平均 0.59 0.61 1. 20 

T里平均 0.42 0.53 0.95 

平均面積 0.53 0.79 1.32 

資料:1998・1999年調査をもとに作成。

水田

0.0 

3.2 

6.6 

9.7 

19.7 

6.8 

0.07 

0.21 

0.13 

0.08 

0.14 

3.農地構成の類型とその位置

(1) 農地移動の特徴と形態

表5は調査農家の面積規模別・集落別の経営地

の地目と所有関係を示したものである。 25戸の平

均面積は2.0haで，水田は自作地に多く借入地と

合わせてO.πlaであり，畑地では自作地が借入地

よりやや多く1.3haとなっている。面積規模別に

は5.0ha以上がl戸， 3.0~5.0ha が 4 戸， 2.0~ 

3.0haが4戸， l. O~2.0ha が 9 戸，1. Oha 未満が

7戸となっており，規模格差が現れている。大規

模層ほど借地による畑地割合が高まり，それ以下

では自作水田が基本となるが，最下層では旧来か

らの水田小作地割合が高くなっている。

各里の調査農家の代表性は検討していないが，

調盗農家の範囲内では下流ほどl戸当たりの面積

は大きく平丹里2.8ha，新月里2.2ha，上新里1.8

ha，沙i車里1.2haである。

農地移動について現在の経営地を取得過程別に

圏場団地数，農家割合，面積で示したのが表6で

ある。まず相続では総団地数152のうち32団地に

過ぎず，相続地を有する農家割合も48%である。

これに対し売買によって取得したものが67団地で，

農地購入の経験のある農家の割合は72%となって

おり，借地は53団地で，借地のある農家割合は84%

である。面積の割合でみても同様な傾向を示して

単位:%， ha 

借入地 メE〉Y• 言十

t回 合計 オく回 畑 合計

58.1 58.1 15.3 84.7 100 

32.6 35.7 27.2 72.8 100 

20.9 27.5 30.8 69.2 100 

15.2 24.9 43.1 56.9 100 

33.7 53.3 49.1 50.9 100 

27.7 34.5 33.3 66.7 100 

0.99 1. 06 0.59 2.21 2.80 

0.50 0.71 0.78 1. 37 2.15 

0.49 0.62 0.72 1.10 1.82 

0.18 0.26 0.50 0.71 1.21 

0.56 0.70 0.67 1.34 2.01 

註)面積規模別の数字は階層別平均面積に対する割合である。
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表6 取得過程別の農地構成 単位戸、 ha

団地数 戸 数 面 積

実数 比率 実数 比率 水田 畑 合計 比率

総数 152 100.0 25 100.0 16.79 33.58 50.37 100.0 

相続 32 21.1 

売買 67 44.1 

賃貸借 53 34.9 

宗土 14 9.2 

兄弟・親戚 8 5.3 

一般地主 16 10.5 

(高麗人参)

資料:1998・1999年調査をもとに作成。

註)水田には放牧地 l件を含んでいる。

表7 規模階層別の農地移動の変遷

売

12 

18 

21 

9 

5 

8 

買

規模階層 地目 相続
1960年代 1970年代19:初年代 19叩年代 不明

5.0 ha 水田 0.67 0.50 
以上 畑 1. 70 
3.0 - 水田 0.00 2.54 1. 23 
5.0ha 畑 0.10 0.77 1. 20 4.24 
2.0 - 水田 1. 06 0.33 1. 02 
3.0ha 畑 3.72 1. 30 0.40 

1.0 - 水田 1. 61 0.00 1.02 2.52 1.14 
2.0ha 畑 3.15 0.47 0.86 0.91 0.47 
1.0 ha 水田 0.53 0.70 0.67 0.33 
未満 畑 0.37 0.37 0.33 
水田 3.87 2.05 5.72 3.20 1.02 

合計
畑 9.04 1.24 3.73 5.48 0.47 0.40 

いる。

資料:1998、1999年調査をもとに作成。
註 1)規模階層ごとの面積はその階層の総計である。

註2)水田の売買に放牧地一件を含む。

表7から年次変動をみると，水田の売買移動は

1970年代から，畑地においてはやや早く 1960年代

から取り引きされていることがわかる。売買移動

の拡大は1980年代がピークであり，田畑ともに同

様である。しかし1990年代に入ると売買は減少し，

畑の売買は全くみられなくなる。これは畑地の移

動が借地形態へ変化した結果である。このことは

中山間地域において自給的農業的色彩が強い中で

少ない水回資源をめぐっての土地獲得競争が主流

であったものが，高冷地産地としてトウガラシや

高麗人参，タバコの導入が進み，畑地利用の価値

が増大したことが背景にある。特に高麗人参は連

作を嫌うために，専業農家層による借地獲得競争

が一面で激化しているということができる。
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48.0 2.01 9.20 11. 21 22.3 

72.0 11. 33 10.43 21. 76 43.2 

84.0 3.45 13.95 17.40 34.5 

36.0 1. 79 2.16 3.95 7.8 

41. 7 0.90 2.27 3.17 6.3 

44.4 0.60 6.16 6.76 13.4 

3.57 3.57 7.1 

単位:ha 

f昔 地

合計 196C年代 1970年代 1980年代 1990年代 不明 合計

0.50 0.00 
0.00 3.27 3.27 
3.77 0.42 0.30 0.72 
6.21 4.15 0.73 4.88 
1.35 0.37 0.54 0.91 
1. 70 1.86 1.86 
4.68 0.17 0.75 0.57 1.48 
2.71 0.60 0.30 1.42 2.32 
1. 70 0.66 0.13 0.79 
0.70 0.07 0.68 0.63 1. 38 
11.33 0.17 1.03 1.84 0.87 3.45 
10.43 0.07 0.60 0.98 11. 33 0.73 13.95 

以上，農地移動における相続，売買移動，賃貸

借の位置を確認したが，以下ではそれぞれについ

てやや立ち入ってその内容を検討してみよう。

(2) 相続形態の検討

まず相続関係をみたのが表8である。これによ

ると経営主の先代についてはあまり多くの回答を

得られなかったが，小作農家が多数に上ったため

相続があったと答えたのは2戸にとどまっている。

太平洋戦争期から進められた部分的な自作農創設

事業ならびに1950年代前半の農地改革による自作

農化をまって，底辺での相続が行われるように

なったとみるべきであろう。現在の経営主に関し

ては相続があったものは16戸であり，回答のあっ

た24戸のうち67%を占めている。形態としては生
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前贈与がほとんどであり，しかも結婚を一つの契

機として贈与が行われている。

韓国の相続慣行は長子優遇相続と一般に規定さ

れているが，事例によってそれを検証してみよう

(註7)。相続関係がわかる13例のうち農地の均

分相続は存在せず，不均等相続が4例，単独相続

が9例であり，単独相続の方が多い。不均等相続

では長子優遇相続が3例みられるが，学歴のない

次男に厚く相続する例 (T-3)もみられた。ま

た，三男以下の年齢が低いために相続させない

ケースも目に付く。単独相続においては長子相続

が4例，一人子相続が4例あるが，次男のみ単独

相続する例もある (P-22)。このように韓国に

おいては，農地の分割を行つては新設家族の生計

が維持できないことから，一人子を含む長子単独

相続が主流であり，長子優遇的傾斜分割相続の条

件は少なかったといえよう。むしろ高度経済成長

に至り，教育投資をひとつの生前贈与とみる考え

が一般的となったといえる。学歴の無いものに傾

斜配分する例 (T-3)や農業を継ぐものに単独

相続する例 (P-22)はその現れと考えられる

表8 調査農家の相続形態

入地 父の相 本人の相続
農家NQ 続柄

時期 続 相続形態相続形態E 総面積長男

P-2・1920' s 長男 なし 生前贈与 長子単独
lω片手

P-21 戦前 長男 生前贈与 長子優遇 2.76 

(註8)。

(3) 売買移動と賃貸借の特徴

つぎに水田の売買移動の傾向を図2からみてみ

よう。これは田畑合わせて67団地の農地移動のな

かから，移動時期と価格が確定できる水田23件に

ついて当該年度の累積移動面積を折れ線グラフで

示すとともに，1件ごとの地価をプロットしたもの

である。畑地については1985年以降の売買がほと

んどみられないので省略した。サンプル数が少な

いため確定的なことはいえないが，1990年度にな

るにつれて農地移動の頻度は低下しているものの

移動面積は維持されている。また，地価について

は1980年代後半の農地バブルが中山間地域にも波

及していることをみてとることができる(註9)。

1998年の事例では，坪単価2万ウォン以上(lOa

当たり600万ウォン)と高額で取り引きされてい

るのである。

現在の農地移動は賃貸借が主流を占めている。

前掲表6にからその内容をみると，53件の賃貸借

のうち宗土(註10)が14団地，兄弟・親戚による

単位:ha 

相続地の分配
考備

次男 二男 四男 五男

なし なし なし

0.39 なし なし 三・四男は子供だった

P-22 42C年前次男 生前贈与 単独 1. 90 なし己到なし なし f也はマンションを買ってもらっ

P手30・4代前 生前贈与

1-27 戦前 長男 なし 生前贈与

1-29 戦前 長男 なし 生前贈与

1-30 1953 生前贈与

1 -31 1950' s 三男 0.83 生前贈与

A-5 4代前長男 生前贈与

A-12 先代 次男 生前贈与

A-15 先代 長男 死後相続

A-18・先代
T-3 先代 三男 なし 生前贈与

T-9 先代 長男 生前贈与

T-20 7代前長男 わずか 生前贈与

T-28 1954 長男 なし 生前贈与

資料:1998年 1999年調査をもとに作成。

註 1) *は1998年調査による。

註 2)['一」は不明を示す。

0.10 0.10 た

長子単独 1. 30固なし 相続は1948年

長子単独 0.53 なし なし * (註3) 
1. 63 

長子優遇 1.27 0お 0.24I Mil3 I 天水田で価値がないため

一人子相続 売却した

一人子耗続
0幻己死2亡リ何万1

一人子相続 1. 25 

0.95 0.95 

不均等 1ω 0.27 0.67 ~なし なし 次男の学歴が低いため
r叩ーーーー一

長子優遇 1. 66 1. 46 0.20 
ト一一一一一

長子単独 0.13 

出と一人子相続 わずか

註 3)当時は親の寿命が短命であったため、長男以外は幼すぎて相続できず長子相続が主流であった。
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ものが8団地あり，後者のうち無償のものは4団

地ある。これから血縁的繋がりによる借地が約

50%を占めていることがわかる。一般地主による

ものは16団地で面積は6.8haと最も多い。借地全

体では畑地が多いが，宗土においては水田の割合

が高く，借地水田の約50%を占めており，水田に

おける借地面積を規定している。宗土においては

祭記費用の捻出が第一条件であるため，経済条件

はそれほど考慮されていなかったと考えられる O

それは借地料においてもみられ(図3)，1，000坪

.P里・ I里
万ウォン/10. '" A里 X T里
1000 

800 

600 

400 

200 

0 

1970 1975 1980 1985 

(33a)でI臥(精米80kg) という低水準(lOa

当り24kg)になっている(註11)。また水回全体

の借地の特徴をみると，第一に親戚関係の場合に

おいても借地料が高いことがあげられる。韓国に

おいては長男を重視する風潮があるが，妹からの

借地には相場の借地料を支払うのである (p-

2 )。第二には借地料に大きなばらつきが存在す

ることである O 集落聞の土地条件の差とも考えら

れるが，同一集落内でもlOa換算で、精米22kgか

ら96kgまでの格差が存在する。比較的契約の長

1990 1995 

1. 50 h• 

1. 00 

0.50 

0.00 
2000年

図2 水田の地価変動と移動面積
資料:1998， 1999年調査より作成

.g/IO. 

300 
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100 

50 

.g/IO. 
300 

250 

200 

150 

100 

50 

0 

• p里・ I里
X T里

• • 京王
"時

• 親類 一陵地主

図3 水田における類型別借地科
資料:1998， 1999年調査より作成

• p里園 I里
"'A里 XT里

• 4ah h 
" 

ー
:sl: 

A • • 
不明

" 

" • 
示土 親類 一般地主 不明

図4 畑における類型別借地料
資料:1998. 1999年調査より作成
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い借地でその水準が高いことから，水田において

貸し借りの力関係で近年借地料の大幅な下落が起

きていると考えられる。これは米価水準と大きく

関係している。

つぎに畑の借地の特徴は，まず所有者が一般地

主に多いことである。借地料では 1件を除き精米

による現物納であり，一般的には60-80kgと

なっており，水田と遜色のない水準となっている

(図4)。ここで注目されるのは高麗人参作付畑

の借地料であり，最高240kg，一般的には120kg

が相場となっている。この水準は水田の1.5倍以

上のものであり，地力収奪的な作物導入が跡地確

保を狙った借地獲得競争を生み出し，借地料をつ

り上げているのである。

このように最近の農地移動の中心である借地形

態において，水田と畑地における借地料の逆転現

象が生じている。これは新たな商業的農業の展開，

地域農業の再編に伴う動きとして捉えることがで

きる。

4.土地利用と労働力編成

(1) 土地利用の集落別特徴と各作物の収益性

表9は集落別の農家の土地利用を示している。

集落別の l戸当たり農地面積の格差については既

に述べたが，土地利用においても集落格差は大き

い。近年，作付のなかで増加傾向にあるのはトウ

ガラシ，高麗人参，タバコであるが， トウガラシ

はほとんどの農家が栽培している(註12)。

表9 各集落における作付構成

稲作 畑作計 トウガラシ
戸数 6 6 6 

里P 平均面積 0.64 1. 59 0.57 
面積割合 28.5 71. 5 25.7 
戸数 9 9 9 

旦
平均面積 0.75 1. 36 0.27 
面積割合 35.7 64.3 12.6 
戸数 4 3 3 

里A 平均面積 0.74 1. 01 0.15 
面積割合 42.4 57.6 8.5 
戸数 5 6 5 

呈T 平均面積 0.32 0.48 0.19 
面積割合 40.1 59.9 23.5 

資料:1998・1999年調査をもとに作成。

平丹里 (P)はタバコの導入が進んでおり， ト

ウガラシに関しでもビニールハウス栽培が3戸で

導入されている。またこの里においては調査農家

6戸のうち 4戸で韓牛の飼養が行われているのも

特徴である。このなかで経営主年齢が30歳代後半

から50歳代中盤の P-21，22， 30が地域の担い手

となっており，そのことが水稲の作付割合を最も

低くさせている。以下，上流に向かうほとや水稲作

付割合は高まるが，最上流部の集落では減少する。

それは自給的な稲作が存在する一方で，山間地帯

という制限が加わり水田の割合が低くなったため

と思われる。下流に立地する里ほど農業生産が活

発であり，新月里(I)ではタバコが5戸，高麗

人参が3戸に導入されている。また韓牛飼養は2

戸でみられた。上新里 (A)ではタバコの導入は

なく，高麗人参が2戸で栽培されているのみであ

るが，梨や栗などの果樹の導入がみられる。沙湾

里 (T)になるとトウガラシ以外の新作物の導入

はなくなり， トウモロコシの作付が目立つように

なる。

(2) 稲作の機械化と作業受委託

韓国における稲作の機械化は1970年代に一気に

進行するが，その導入は選別的であったために作

業受委託関係が広範に形成されている(註13)。

中山間地帯ではそれがより顕著であり，表10は

調査農家の機械所有と作業委託の現状を示したも

のである。育苗作業に関しては聞き漏らしが多い

単位:戸， ha、%

ハウス 局麗人参 タノfコ その他
3 2 4 2 

0.11 0.08 0.78 0.05 
5.0 3.4 35.1 2.4 。 3 5 4 

0.00 0.58 0.42 0.09 

0.0 27.6 19.7 4.4 

1 2 。 3 
0.05 0.39 0.00 0.42 

2.8 22.3 0.0 24.0 

l 。 。 5 

0.01 0.00 0.00 0.28 

1.7 0.0 0.0 34.7 

註)その他は馬鈴薯，ゴマ，大豆，小豆，きのこ，南瓜，梨，栗，里芋，さつまいも， トウモロコシ
を指す。
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表10 稲作の機械化と作業委託

農家No 水稲作付面積 育苗
耕起
田植

代掻

P-2' 0.68 共 共
P-8 0.57 × O O 
P-12 0.70 × O O 
P-21 0.53 × × O 

P-22 0.53 × O O 
P.30・ 0.80 ム ム

1.3 1. 00 × × X 

1.7 1.10 X × X 

I-13 0.33 

1-19 。目81 X 

1-25 0.68 × O O 
1-27 1. 00 x・0 X 
1.29 0.13 ム.0 O 
1.30 1. 00 × × X 

1.31 0.73 × X 

A-5 1.02 X O X 

A-12 0.50 O O 

A-15 0.53 × O O 

A-18' 0.92 X O O 

T-1 0.33 X O O 

T-3 0.00 

T-8 0.33 × × X 

T-9 0.76 × × O 
T.20 。目18

T.28 0.33 × A ム

資料:1998・1999年調査をもとに作成。

註 1)*は1998年調査による。

註 2)0は作業委託、ムは機械の借入、

単位:ha 

防除
収穫 乾燥

除草

× 共

× O 

× O 

× O × 

× O 

× O 

× 

× O X 

O 

O 

O X 

× O × 

× O X 

O 

O O X 

O 

× O X 

ム O X 

× O X 

O × 

× O × 

ム ム

×は個人所有個人作業、共は共同作業を示す。

註3)r -Jは不明を示す。

が，一定数は個人労働によって行われている。耕

起・代掻はトラクタ一段階であり，個人所有ない

し共同所有は8戸にとどまっている。田植えにつ

いてもほぼ同様(9戸)で3分の2は作業委託を

行っている。収穫に関しては調査農家のなかにコ

ンパイン所有者はおらず，すべて作業委託となっ

ている。トラクター・田植機は，稲作作付面積と

関係しており，1.Oha以上の稲作農家に多くみら

れる(註14)。

集落別にはもっとも稲作からの転換が進んでい

る平丹里において， p-2が機械化営農団(註

15)の一員として受託作業を行っているが，それ

以外はトウガラシ，タバコへの転換が進んで、いる

ため作業委託が一般化している。新月呈は水稲作

付面積l.Oha以上の農家が4戸存在しており， ト

ラクター・田植機の導入が最も進んでいる集落で
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ある。 1-3の事例ではトラクター・田植機を一

台ずつ所有し，集落内で耕起3戸，田植え10戸か

らの受託を行っている。上新里については，稲作

規模が新月旦と比較して小さく， トラクタ一所有

農家は存在しない。一戸のみが田植機を所有する

程度であり，作業委託の方向に向かっているとい

える。沙浬里では，各戸の機械所有も耕転機，防

除機程度であるが，作業委託は全面化していない。

それは手労働で十分な零細規模に起因している。

このように稲作部門においては作業受委託が進

展しており，多くの農家は育苗・防除作業のみ自

家労働の投入を行なっていると断定しでもよい状

態である。その内実は零細高齢農家に対する作業

受託が存在する一方で，作物転換した中核的農家

の稲作部門の作業受託もまた進んでいるというこ

とである。

(3) 畑作における雇用労働と労働交換

畑作においては機械化はほとんど進展しておら

ず，タバコ用乾燥機とトウガラシ洗浄機程度であ

り，手労働主体となっている。したがって畑作に

おいては労働力不足を雇用や交換労働によって

補っている。雇用を導入している農家は25戸のう

ち11戸であり，作業内容は播種から収穫・選別ま

ですべての作業を網羅している。雇用が最も多い

のはトウガラシであり，稲作においてみられたよ

うな零細高齢農家や中核的農家で雇用が導入され

ている。タバコでは，作付農家9戸のうち 8戸が

雇用に依存しており，高麗人参では大規模農家2

戸で雇用を導入しており，畑作においても自家労

働だけで作業全体を賄うことができない状況であ

る。作業労賃は男が1日3万ウォン，女が2万

ウォンとなっており，作業強度による評価は行わ

れていない。被雇用者の特徴は零細農家や高齢者

であり，集落内調達を基本としている。集落外調

達は若干存在し，零細農家が多い沙海里の2戸の

農家が雇用されていた。これは青川面の立地条件

が中山間地域であるために，村落外調達が困難な

状態であることを示している。高齢化，高収益作

物の導入下で機械化が困難な点から多くの農家が

労働力を必要としているが，立地条件等の要因に

より労働力は制約されている状態である。

そのような状態に対応して韓国では以前から労
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働交換が行なわれてきた。しかし，それは稲作の

労働力不足に対応したものであった(註16)。畑

作における労働交換は，本調査によると，ー集落

につき約 1件 4グループの事例のみが存在して

いる。労働交換は集落内でしか行わないが，そう

した慣習の痕跡が各集落で認められる。また，労

働交換は稲作から畑作に転換したと考えられる。

この労働交換は自発的利益集団というより集落

内の人間関係の向上を理由 (P-12) とするよう

に共同体的性格が強く，共同作業班とみなしたほ

うが適切である(註17)0 4戸のうち 3戸は労働

交換とともに雇用も行っており，作業内容もほと

んど同一である。同じ作業でも作業強度は異なり，

雇用は重作業，労働交換は軽作業に割り振られて

いる。それは現在の労働交換の主体が農家の主婦

であることによっており，労働交換と雇用労働の

分化が生じていると考えられる。労働交換は作業

順序が日割りで決められるために自由度が低く，

商品経済が浸透するなかでの労働交換は生産性の

伸長を阻害する要因となり，雇用労働が主流と

なったといえるのである。

おわりに

以上，忠清北道青川面の事例によって，韓国の

中山間地域における農業構造の特徴と近年の変化

について考察を加えてきた。

韓国においては，日本のイエ，ムラに対応する

ような村落社会構造は存在せず，イエの継承とい

う認識はなく，先祖祭記の継承こそが長男の重要

な務めとなっている。中山間地帯の場合は，特に

所有地面積が少ないために l子相続形態が多いが，

それは家産の継承という意味を有していない。農

地バブルが中山間地域にまで波及して，農地の資

産意識は強まっているが，それは家産意識とは異

質なものである。

こうしたことから，都市部への労働力流出，つ

いで挙家離農が容易に行われ，農村人口ならびに

農家戸数の急速な減少が進行をみせたのである。

しかし，近年においては本来の意味でのUター

ンや隠居的な U ターンも現れている。こうした

ことは，農家の流動性の激しさの現代的表現であ

る。

離農の頻発とともに残存農家への土地集積が一
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定程度進行をみせ，そうした階層によって稲作機

械化が主導され，零細農家への作業受託が進展し

たことも一つの特徴である。しかし，中山間地域

では規模拡大の余地が少なく，平場と比較して稲

作における中核的農家の存在はマイナーなもので

あった。

これに対し，近年進展をみせているのが， トウ

ガラシ，高麗人参，タバコなどの高収益作物であ

る。この導入によって，水田の転作が進行すると

ともに，畑地での借地型の規模拡大が進んで、いる。

三の結果，畑地の借地料の水準が5 水間のそれを

超える現象さえ現れている。

以上のように，韓国の中山間地帯の農業は後退

局面を含みつつも，新作物導入により地域農業再

編過程にあると位置づけることができるのである。

[付記]

本論文は文部省科学研究費補助金 iWTO体

制下の東アジア農業の動向と農村協同組合の再

編J(1997-99年，代表北大農学部太田原高
昭教授)の研究成果の一部である。調査に当

たっては，韓国忠北大学朴鍾婆氏，屋東柱氏に

ひとかたらぬご支援をいただいた。また朴氏の

お父さんはじめ農家の方々には長時間にわたる

調査にお付き合いいただいた。記して感謝申し

あげる。なお調査には執筆者のほか柳村俊介

(酪農学園大学)，山内哲人，小林田之(北大

大学院生)が参加し，農家調査の整理を行って

いる。

I註}

(1)代表的なものに倉持[1994Jがある。

(2 )矢野ほか[1997J，小林[1999Jは韓国における

調査実施までの過程の記録である。われわれはこ

うした困難性を緩和するためにカウンターパート

の出身集落を対象とすることにし，また調査補助

員による調査の限界をさけるために直接調査を実

施した。

(3 )小林 [2000Jでは若年層の都市への流出の大き

な要因としての教育問題が分析されている。

(4) r農家経済調査jによると1998年の移転所得のう
ち，送金補助は47万2千ウォンに過ぎず，被贈補

助謝礼金が344万7千ウォン，退職金カぎ49万3千

ウォンとなっている。「出稼ぎ型」賃労働という規
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定(加藤[1998Jpp.228-231)そのものが，還流

をともなわない流出と考えると誤解をまねくと恩

われるが，その実態についてはさらに検討したい。

(5 )倉持 [1994Jp.64を参照。世帯転出農家の調査

は行っていない。

(6 )詳しくは鄭 [1991]p.29を参照。

(7)韓国においては長子優遇相続が一般的とされて

いる。その分配方式は，祭最日権を継承する長男が

父親の財産の20%を無条件で取得し，残りの80%

を兄弟・姉妹の数(長男を含める)で均分相続す

るというものである。しかしそれはあくまでも慣

習であり，李氏朝鮮期においても経済状態が悪化

するにつれて長子優遇相続は均分相続へと変化し

ている(宮嶋 [1995Jp.160)。

(8 )今後の相続の意向について 1-7は農地の2/3

を長男に 1/3を次男に，農地以外を長女に与え

る意向であり， A-5は農地の40%を長男に，残り

の30%ずつを次・三男に与えると回答し， A-12は

次男が都市に転出するまで農業従事した実績を認

めて 1/3を与え，残りの2/3を長男・三男・

四男で分割すると答えている。

(9 )農地バブルは，1972年の第 1次オイルショックを

契機とした政府の景気浮揚策によってインフレー

ションが加速化し，他方で都市化・工業化による

膨大な面積の農地転用が行われたことを契機にし

ている(同年の「国土利用管理法」による農地転

用の容易化)。これにより土地投機が増加し，農地

価格の高騰が誘発され，農地の実態価格が収益価

格を上回る「高地価段階Jに入ったのである(深
川[1990Jp.89，ならびに倉持 [1994Jp.216を参

照)。

(10)宗土とは先祖祭杷を行なう際にかかる費用の

ファンドである。一般的に宗土は親戚内にしか貸

さず，祭市Eを行う年にはその費用を借地者が拠出

する。宗土は宗中地および門中土までを含む。詳

しくは林[1998Jおよび中根[1996Jを参照。

(ll)借地関係のなかで注目されるのは農家の借地料

水準に関する表現様式であり，収穫物一単位を基

準にそれを支払うべき函積が表示されるのである。

具体的には I臥(カマニ，精米80kg)に対して200

坪，250坪，300坪，500坪という表現である。これは

日本的表現である反収(単収)とはまったく異な

る表現である。 A-18農家の水稲のlOa当たり収量

は480kgであるが，彼は収量表示を l石(セン，120

kg)収穫するための面積=70坪と表現した。面積

単位は一般に lマジキ(150坪)であり，その収量

は17ジキ当たり 4カマニ(臥，60kg) と表現する。

これは単収(単位収量)に対して「収単J(収奪単
位)を示すものと解される。このことは李朝期の

収奪(固定的)に対してどの程度の農地(不安定
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的)が必要であるかという観点からの尺度(随等

異尺)である。つまり近世日本の石高制という本

百姓が農地にリンクし，農地が収穫量にリンクす

る(安定的生産力)形で収奪を行う封建制と異な

り，常民に対する直接負荷のかたちでしか収奪で

きなかった不安定的な「官僚市IJJの存在を示すも
のであり，封建制が未成立であったと考えられる。

(12)作物別の10a当りの粗収入をみると調査農家の平

均値では高麗人参が77万ウォンと最も高く，続い

てタバコの16万ウォン，トウガラシの12万ウォン，

水稲の5万ウォンとなっている。集落の差が著し

いのはトウガラシであり，平丹皇・新月呈では17

万ウォンであるのに対し，上新里・沙i軍呈では6

-8万ウォンである。ただし，高麗人参が収益性

は高いが，作付前に耕起を10回，施肥を2回行わ

なけれならず，作付期間も 4-6年と経費におい

て高い。また地力収奪的であり一般的には一度作

付すると同一園場には10年間作付できないという

制約がある。水田の優等地が多い平丹里ではこれ

が嫌われ， トウガラシやタバコが選択されている。

(13)詳しくは倉持 [1990Jp.17を参照。

(14)委託料金はほぼ統ーされており，耕起・代掻包

囲植が3，000ウォン/a，収穫が3，900-4，500ウォ

ン/aである。委託料金の水準は 2年ごとに受託者

だけが集まり決定する。

(15)機械化営農団とは「セマウル機械化営農回Jの
ことであり，数戸ないし数十戸の農家で組織され

たもので，政府の補助金と融資で機械を購入して

共同利用する組織である。

(16)稲作に関する労働交換に関する研究は鄭 [1979J，

倉持[1994Jにおいてなされている。

(17)自発的利益集団については崖[1979Jpp.282-

285を参照。倉持 [1994Jpp.154-166でプマシ

(労働交換)は共同作業班に変化したと述べてい

る。
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